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タ イ 輸 出 工 業 の 発 展
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DevelopmentofManufacturin色IndustriesforExportinThailand

YasukichiYASUBA*

Foralongtime,Thailandwasunderthestrong

inhibiting inmIenCeOrpatrimonialism,and was

unabletodevelopeitheragrlCulturalorindustrial

technology･ Evenintheperiodafter1950,patri-
monialfわrcestendedtotwistthedirectionofindus-

trialdevelopmentbytheso-calledimporトsubsti-

tution policy. Manufactured exports (exclusive

oftin)accountedf♭ronly5.4% ortotalexportsas
lateas1970.

A changeingovernmentpolicytowardsexport

promotion)Investmentininfrastructure,lmprOVe-

mentineducationandthetransferoftechnology

appearstohavestartedtocauseanincreaslngly

rapiddevelopmentofthemostlabor-intensivetype

ofmanufacturessince1970. Theproportionof

manufacturedexportsin totalexportsincreasedto

14･6% in1975andtllentO28.8% by1980. The

riseinthisratioisparticularlyimpressive,since

the1970'SwasaperiodinwllichThaiexportsgrew

ataveryhighaveragerateofll.7% peryear.

Inanefforttoshedmorelightonthecauseofsuch

arapidstructuralchange,theauthorinterviewed

themanagersof13Thaicorporationsin thefallof

1980･ The五ndingsarequiteinteresting･

First,inthelastfiveyears,theproductivity of

Ⅰ 家産制国家の論理とタイ経済

歴史学,政治学などにおいてタイは典型的

な家産制国家とされる｡ この理論によれば,
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laboトintensiveindustriestendedtoincreaserapidly

coupledwiththerapidexpansionofexports,where-

asmostheavyindustriesfailedtoraiseproductivity

andremaineddomestic-ma∫ketoriented. Secondly,
the mostimportantcause oftile productivity

increasewas)accordingtothesemanagersJthe

improvementinthequalityoflabor･ Thistook

placeinallindustriesbutitseffectwasfeltmost

dramaticallyinlabor-intensiveindustriesI Finally7
Oneoftheimportantcharacteristicsoftheimprove一

mentoflaborqualitywasthedramaticreduction

oftheturn-overratio. Thiswascausedbychanges

inmanagerialattitude,thewagesystem,paternaレ

isticpractices〉workconditionsatfactoriesandso

on,andthesewerefurtheraqectedbythelower
turn･overratio. Thelowerturn-overratioalso

encouragedon-the-jobtralnlngandhelpedimprove

productivity.

Finally,thepaperspeculatesonthefutureof

manufacturedexportsanditseffectonthenatureof

economic development. Though more time is

apparentlyneededbeforetheThaieconomycan

developequitably,theriseofmanufacturedexports

indicatesthepossibilityofsuchadevelopmentin
thefuture.

政府内で経済と政治がはっきり分離されず,

王室を中心とする権力者や家産制官僚は,そ

の家産を維持 し, 増加させ るた め に, 諸利

権を外国人などに売 り渡すことに専念する｡

このようにして家産の増大をはかることが可

能であるか ら,権力者も官僚 もいわゆる経済

発展にはあまり関心をもた な い はず で あ る
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[Jacobs 1971;夫野 1980]｡

19世紀か ら第 2次大戟にいたるタイの社会

経済的変化を説明するためには,この理論は

きわめて有効 で あ る｡ この間, タイ経済は

次第に一次産品への特化の度を強め,外延的

拡張は進んだ けれ ど も, 技術進歩が起 こっ

てひとり当り所得が増加するという意味での

経済発展は起こらなか った lIngram 1971:

216]｡農業生産の土地生産性は少な くとも20

世紀初期か ら1950年まで漸減する傾向を示 し

[2'bz'd.:214], バ ンコクで の実質賃金 も増加

しなかった [Feeny 1979:116]｡

王室ないし政府は租税徴収権,運河開整権,

アヘン取引利権,賭博利権,鏡開発利権など

を華僑その他の外国人に売 り渡 し,収入の増

加をはかった｡ 他方,経済発展への関心は薄

く, ハイデ (VanderHeide)その他の外人

顧問による運河網整備を中心とする開発計画

は,すべて財源不足を理由にして却下された

[Ingram 1971:196-198]｡それでも,精米,

製材,機械修理を中心に小規模の工業が興 っ

たが, これ らはほとんどすべて華僑の経営に

よるものであった [ChatthipNal:tSuphaand

SuthyPrasartset 1979:6-9]｡

戦後,1950年代末か ら,タイ政府は外資を

含む民間企業育成政策に乗 りだ し,各種の優

遇措置を講 じるとともに,新たに設立された

企業を関税などによって保護 した｡ その対価

として要求されたのが,新企業の役員ポス ト

や株式であり,ときには賄賂であった｡その

限りにおいて,戦後の新政策は従来の家産制

度型利権譲与政策の延長線上にあるとみるこ

とができる｡

奨励対象となるためには ｢タイ経済にとっ

てもっとも重要かつ必要である｣ことが一つ

の要件とされたが,結果的に奨励業種として

選ばれたのは金属 ･化学などの素材産業や,

自動車,電気機械などの耐久消費財産業など,

従来のタイにはない新鋭技術を用いるもので

あった [Ingram 1971:289-290]｡表 1に示

すように, この政策は,初期段階では,消費

財の輸入を減 らし,資本財と消費財用原料の

輸入を増加させた｡ とくに顕著だ ったのは輸

入の中での消費財の割合の減少 と消費財用原

料の割合の増加で,前者 (食糧を も含む)は

1955年の48.8%か ら1975年の14.7%-と減少

し,消費財用原料は1955年の11.3%か ら1975

年の36.7%-と増加 している｡消費財用原料

の割合はその後さらに増加 して,1980年には

45.4%に達するが, これはのちに述べる製品

輸出増加の影響を表わしているものと思われ

る｡

1970年 ごろまでに政府の奨励をうけて設立

された企業は,先に述べたように,近代技術

を用いるものが多か った｡これ らの産業は技

術集約的であると同時に資本集約的で もあっ

たか ら,技術者や資本に乏 しいタイの経済的

現実か らみれば不要不急の産業であった｡そ

のために,生産の能率が悪 く,保護関税率が

異常に高 くなって資蘇配分を歪めたり,雇用

創出がなかなか進まないという問題が発生 し

た ｡

蓑1 輸入品の構成a)1955-74年

食 糧 他 の 消費財 資本財
消費財 用原料 用原料

(港)

資本財

1955≒ 8.5 40.3 11.3 9.2 30.7

8.2 31.0 12.1 11.1 37.6

5.5 25.8 18.2 7.4 43.1

4.0 18.8 23.0 7.8 46.3

3.0 11.7 36.7 8.8 40.0

3.3 13.6 45.4 9.6 28.1

60

65

70

75

80

荏 :a)自動車用部品は資本財,燃料 ･潤滑油は
消費財用原料,武器などは消費財に含め
てある｡

資料出所 :U.N.,ECAFE,Statistz-cazYearboo丘
forA∫Z●aandtheFarEa∫11970;

U.N.,ESCAP,Stat3'sticalYearbook

forA∫Z■aandthePaczjic1977;およ
び Bank ofThailand,Quarterly
BuZZetz'n(March1981).
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また,保護関税はバーツを過大評価する方

向に働き,輸出産業の成長を困難にした｡そ

の結果,1970年になっても錫を除 く製品輸出

(SITC5-8)額は4,000万 ドル程度で, 全輸

出額の5.4%にすぎなかった｡ 1969年の統計

を検討 したイングラムは, 一品目で 2,000万

バーツ (約 100万 ドル)以上の輸出品として

は,加工宝石,麻袋,セメント(石灰を含む),

絹織物,綿織物の5品目を数え得たにすぎな

い ｡

Ⅰ1 1970年代における製品輸出の増大

ところが,1970年代に入るとこのような貿

易傾向は次第に,そして加速度的に変 り始め

る｡ 表 2か らあきらかなように,錫を除 く製

品輸出は1970年以後急増 し,製品輸出の総輸

出に対する比率は1970年の 5.4% か ら1975年

には14.6%,1978年には21.2%,そして1980

年には実に28.8%にまで高まった｡1970年代

全体では, 製品輸出比率は5･4%か ら28･8%

まで23.4ポイント向上 したことになるが,こ

れは70年代の輸出成長率がきわめて高かった

(年平均 11.7%)だけに, 驚 くべき数字だと

いってよかろう｡SITC分類でいえば素材製

品 (SITC6)の伸びが目立つが,機械 ･輸送

機械 (SITC7), その他製品 (SITC8)の伸

びも大きい｡

輸出品目の内容に立ち入るために,Fore2'gn

TradeStaz3'sIz-C∫ofTAa3'Zandによって1979

年の輸出品目中 BTN 2桁 で-品目5億バ

ーツ以上の工業製品を計上すると,表 3のよ

うなことになる｡このうち,電気機械 (34億

2,700万バーツ)の85% は集積回路 (IC),

木製品 (15億300万 バーツ)の42% はチーク

合板である｡こうしてみると,化合繊維は別

として,主要輸出品はすべて高度に労働集約

的でしかもそれほど高度の技術を要 しないも

のであることがわかる｡ つまり,かつての輸

入代替型の工業化とは違 って,タイ経済の現

実に即 した製品が生産され,輸出されるよう

になったのである｡

同じ資料によりBTN 6桁まで下がって年

間輸出額 5億バーツ以上の品目をみると (義

表2 工 業 製 品 の 輸 出

1965 1970 1975 1978 1980
(百万ドル)(%)(百万 ドル)(%)(百万ドル)(%)(百万ドル)(形)(百万ドル)(%)

SITC-5
化学製品
SITC-6
素材製品
SITC-6
錫を除く
SITC-7
機械 ･輸送機械
SITC-8
その他製品
SITC-5′､.8
工業製品総計
SITC-5-8
鏡を除く製品合計

0.7(0.1) 3 (0.4) 13 (0.5) 22 (0･5)

29(4.6) 105(14.8) 339(14.3) 857(21.0)

(1.5) (3.8) (9.3) (12.3)

0.4(0.1) 4 (0.6) 30 (1.3) 133 (3･3)

1(0.2) 5 (0.6) 84 (3.5) 207 (5.1)

31(5.0) 117(16.4) 466(19.6) 1219(29.9)

(1.9) (5.4) (14.6) (21.2)

39 (0.8)

1121(22.1)

(16.0)

289 (5.7)

320 (6.3)

1769(34.9)

(28.8)

注 :カッコ内の数字は総輸出に対する比率｡
資料出所 :1965年は U･N･,Statistl'caZYearbookforAsiaandtheFarEd∫t1970;1970-75年は U･N･,

StatiszicaZYearbookforA∫3'aandthePaczjc1977;および BankofThailand,Quarter/y
BuZZet3'7i(March1981).
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4),集積回路 (29億バーツ),85番手以下の

他の織物 (14億 バ ーツ), 加工 ル ビー (10億

バーツ),加工サ ファイア (9億3:,000万バ ー

ツ),チーク合板 (6億4,000万バーーツ),麻袋

(6億2,000万バ ーツ), 85番手以上の綿織物

(6倍バーツ), 革製手袋 (5億5,000万バ ー

ツ),麻糸 (5億3,000万バーツ) などが含ま

れ る｡1)11年前,加工宝石が 1億3:,700万バー

ツで最大の輸出品だ った時代 と比べ ると隔世

の感がある｡

輸出先をみると集積回路だけやや特殊で,

アメ リカのほかにシンガポール,マ レーシア,

韓国, 香港などが上位に並んでお り,主 とし

て多国籍企業の極東 における分業体制の一環

ニ =J 二讐 〒

liZg

___遍 名 一､､-

集 積 回 路

表 3 主要輸出製品a)1979年

(百万バーツ)

化 合 繊 維 (51)

電 気 機 械 (85)

宝 石 類 (71)

衣 料 品 (61)

綿 糸 ･綿 織 物 (55)

木 製 品 (44)

その他天然繊維品 (57)

革 製 品 (42)

その他の繊維製品 (62)

編 物 類 (60)

3652

3427

3397

2896

1579

1503

1231

809

802

771

荏 :a)BTN 2桁 による｡ カッコ内の数字は
BTN分類番号を示す｡

資料出所 :Departmentof Customs,Forcなn
TradeSzalistic∫of Thaz'Zand(De-
cember1979).

表4 主要輸出製品a)とその輸 出先,1979年 (百万バーツ)

(9 ① ◎ (彰 (9 計

シンガポール ア メ リカ マレーシア 韓 国 香 港

1532 729 277 184 155 2903

加 工 - ビ ｣ ス 去｡ス " 221iカ 日 2｡9本 ブ ラ6.:ル 西 ド642ツ 1｡｡3

加工サファイア

チ ー ク 合 板

竺___一 一_一一_竺 ｣ _

85番手以上の綿
織物

革 製 手 袋

麻 糸

日 本 ス イ ス ア メ リカ 香 港 西 ドイ ツ

260 158 143 110 68 933

イ ギ リス デンマーク スウェーデン ア メ リカ オーストラリア

74 59 24 23 16 637

日 本 シンガポール ベ ル ギ ー スリランカ オ ラ ンダ

182

西 ドイ ツ

135

;E
ア

∵

∴

49 28 28 624

本 ア メ リカ イ ギ リス

81 68 48 599

西 ドイ ツ オ ラ ンダ サウジアラビア ベ ル ギ ー ノルウェー

265 112 8 8 7 553

日 本 ベル ギ ー 西 ドイ ツ 韓 国 イ タ リア

277 127 27 22 20 534

注 :a)BTN6桁による.
資料出所 :表3と同じ｡

1)衣料品は総額では49億バーツと大きいが,分類
が細かいため-品目3億バーツ以下となって ))
ス トには入らない｡
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に組み込まれていることがわかる｡ その他の

品目では時折シンガポール,香港,韓国,産

油国が上位 5カ国の中に顔を出すこともある

が,主要輸出先はおおむね欧米諸国, 日本,

オース トラリアで,従来,韓国,台湾,香港,

シンガポールなどの主要輸出国だった地域で

ある｡

先にも述べたように, これ らの輸出品の大

部分は,労働集約型製品で雇用創出効果が大

きいだけに,輸出 ･生産の拡大が70年代のよ

うな高いペースで進む場合には,やがて失業

者を一掃 し,実質賃金を引き上げることにな

るかもしれない｡ただ し,70年代における躍

進の一つの要因が,韓国 ･台湾などの賃金上

昇とそれに伴 う競争力の低下にあることはあ

きらかであり,それに対応 して,タイだけで

はな く,マレーシア,フィリピンなどで も労

働集約型製品の輸出が急激に伸びている [安

場 1981]だけに,タイの製品輸出の将来を

占うためには,1970年代の変化の背後にある

要因をさぐる必要がある｡

ⅠⅠⅠ 輸出産業興隆の背景

まず,政策としては,1970年代に入 って輸

出産業-の優遇措置が採用されるようになっ

た ｡ かねてか ら実施されていた法人税の期限
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付免税,輸入原料-の関税の免除などのほか,

事業税の割戻 し,電力 ･輸送 ･水道料金の倍

額の税額控除,低利の輸出信用の供与などの

政策がうちだされた [北村 1978:26-28]｡

ただ し, タイの場合, 一般的な輸入 自由化

政策は採用されず,最近になって も国際収支

困難を理由に輸入制限が強化されるありさま

で,バーツの割高はさらに昂進 している｡

表 5によれば,実質 GNPの伸びは1960年

代が8.1%,1970-75年が5.9%,1975-80年が

7.3% となっており, 伸び率は1970年代にな

ってかえって鈍化 している｡ しか し, 輸出の

方は実質 (数量指数)年平均成長率ではかっ

て, 1960年代の5.5%か ら, 1970-75年の9.1

%, 1975-80年の14.4%-と加速度的に増加

しており, とくに1975-80年の 14.4%という

成長率はきわめて高い｡

工業化 も次第に進んでいるが,1980年の工

業粗付加価値の GNPに対する比率 (工業化

比率)は21%で,輸出の中の製品比率よりは

かなり低い｡かつては工業化比率の方が製品

輸出比率より高かったのだか ら, この間工業

化が急速に輸出主導型に変 っていったことが

知 られる｡

工業化を支える資本形成比率は1960年の16

%から1980年の28%へと向上 しており, この

点ではすでに先進国水準を抜いている｡資本

表 5 タ イ の 主 要 経 済 指 標

A.成 長 率

実質 GNP成 長率 (%)

実質 輸 出成 長 率 (%)

1960-70 1970-75 1975-80

8.1 5.9 7.3

5.5 9.1 14.4

B.構 成 比 率

工 業 化 比 率a) (港)

国内総資本形成比率 (%)

うち外資比率 (%)

国 民 総 貯 蓄 率 (%)

1960

13

16

2

14

07
6

6
5

1

9

1

2

2

1 57

8

7
3

4

9

1

2

2

1 1980

21

28

6

21

注 :a)工業粗付加価値の対 GNP比｡
資料出所 :U.N.,YcarboohofNationalAccountsStatistics;IMF,International

Fl'7tanCl'aZStatiszic∫;および BankofThailand,QuarterlyBulletin(March
1981).
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形成を支える貯蓄の大半は国内で発生 してい

る｡ そして,総貯蓄比率は1960年の14%から

1980年の21%-上昇 して,先進国並みになっ

ている｡ ただ,第 2次オイル ･ショック後の

1979年,1980年に国民総貯蓄比率がやや下が

って,外資依存度が高まっているのは気にな

る｡ タイ経済が現在の困難を乗 り越えて成長

を続けるためには,貯蓄比率がいま少 し上昇

する必要があろう｡

もう一つの注目すべ き変化 は教育水準 が

量, 質ともに改善 して いる ことで, とくに

中等教育就学率は1960年の13%から1977年の

27%-と急速に上昇 している (WorldBank,

WorldDevelopmentRe2or11980,p･154参

照)｡ 大学の就学率 も高まっているが, ここ

では量よりは質の面での向上が注目される｡

たとえば,経済学では10年前にはクマサー ト

大学の経済学部には博士号保有者はひとりし

かいなかったのが,1980年に筆者が現地調査

を行なった際には博士号保有者数 (ほとんど

がアメリカの Ph.D)は30人以上になってお

り,他の大学でも博士号保有者数は数倍にふ

えていた｡ また,文科系では従来の模倣的教

育 ･研究を脱 してタイ社会の実証研究を行 う

傾向がみられ,教育 もそれに応 じて実学化 し

ていた｡理科系でも教育の実学化が進んでお

り,実地調査の際,大学卒業者が現場に出て

技術改良に努めるようになったという報告に

しばしば接 した｡

全体として,資本形成,とくに社会資本の

整備と教育の改善が目立ち,バ ンコク市内で

の交通事情の悪化 ･治安の悪化 はあ る もの

の,社会経済環境は経済発展を促進する方向

に向かっているように思われる｡

ⅠⅤ タイ工業の実地調査

筆者は,197ト1972年に約1年間バ ンコクで

教育 ･研究に携わったときに,日系企業で予

備的な聞きとり調査を行な った ことがあ る

が,1980年 9-10月には再度バ ンコクを訪れ,

13の工場 ･事業所を訪問して聞きとり調査を

行なった｡2)

調査対象となった13の工場 ･事業所は主と

して調査可能性という観点から選ばれたもの

で,ランダム ･サンプルではなく,そのうち

11が日系企業だという点でも偏 りがあること

は否定できない｡ただ,調査対象企業は,木

工,繊維,衣料か らエレクトロニクス,自動

表6 生産性向上率a)と輸出比率の動向
との相関 (1974-79年b))

十､生産性向上年率

輸出比奉 ､ (%)

下 が る L M ;. M

注 :a)労働生産性,生産物は物量または卸売物
価でデフレートした生産額｡ただし,自

動車など数社では責任者の判断にたよっ
た｡

b)1974-79年を原則とするが,データがあ
る場合もっと長い期間をとっている場合
もある｡

C)0-衣料 :エレクトロニクスなどの労働
集約型産業,M-繊維,Ⅹ-自動車 ･電
線などの資本集約型産業｡

資料出所 :筆者による1980年9-10月の事業所責
任者面接調査｡

2)調査対象となったのはSiamSyntheticWeaving

Co.;ThaiGarmentExportCo.;SigneticThai-

1and;ErawanTextileCo.;Siam WoodCo.;

ThaiYazakiElectricCo.;Luckytex(Thailand),
Ltd.,ISittipoiMotorCo.;ToyotaMotorThai-

1and;TomenThailand;ThailryoCo.;Thai

WacoalCo.;AsianHondaCo.の13社である｡

なお,はかに丸紅本社でも面接調査を行なった
が,ここでは統一された質問形式による聞きと
りを行わなかったので,調査対象からは除いた｡

快く調査に協力してくださった各社の責任者,

仲介の労をとってくださった盤谷日本人商工会
議所の松本倶之,KrungtepManufacturingCo･
の小林正彦両氏に対し,この機会に御礼申し上
げたい｡
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車,電線,商業の各分野を含み,従業員規模

では, 200人未満 2社, 200人以上2,000人未

満 8社, 残る3社が2,000人以上で, タイの

外資系企業の構成をほぼ代表 しているという

ことはいえよう｡ 地域的には,南タイに工場

のある1社を除き,他の企業の工場はすべて

バ ンコク郊外のいくつかの工業地帯に散在 し

ている｡

面接企業の輸出比率はもともと100% の高

比率のものが 4社,比率を高めたものが 3社,

比率が下が ったものが 2社で,他の4社は国

内市場向けの生産だけを目指 して進出し,そ

の後 も輸出を行 うにいたっていない重化学工

業会社である｡

過去 5年間に,ほとんどすべての企業で労

働生産性がかなりの速度で 向上 して い る｡3)

表 6は生産性向上と輸出パーフォーマンスと

の間の相関関係を産業別 (資本集約度別)に

表わした ものであるが,実質で年 5%以上の

生産性向上率を示 したものが労働集約型産業

(0)を中心に6社ある｡ そのうち, もとも

と輸出比率 100% の 4社はすべて労働集約型

に属 し,他の一つの労働集約型企業でも,輸

出比率は過去 5年の間に7ポイント程度高ま

っている｡資本集約度がやや高い繊維 (M),

資本集約度が もっとも高いと思われる自動車

など (Ⅹ)では,売上げの急増 した 1社を除

いて生産性の伸び率は5%未満である｡繊維

3)労働生産性が向上したことは,かならずLも資
本労働比率が高まったことを意味するものでは

ない｡重工業や繊維では新鋭機械 ･設備の導入
によって資本労働比率が高くなっている場合も
あるが,衣料 ･木工などでは新鋭機械の導入が

行われたケースは少なく,労働者の労働効率が
高まることによって生産性向上が実現した場合

が多い｡労働集約部門では国内資本による生産
物が輸出されているケースが少なくなく,また

労働集約型産業の成長率は資本集約型よりもは
るかに高いから,工業全体としてはむしろ資本

労働比率は下がっているのではないかと思われ
る｡この点については将来,数量的検討が行わ
れる必要があろう｡
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の輸出比率は高いが, 3社中 2社では比率が

下がっており,重工業は輸出していない｡

次に,表 7は,タイの事業所での生産性向

上率とその要因との間の相関関係を表わした

ものである｡ 回答の得 られた11社中6社は,

中堅層を含む労働力 の質 の 向上 が主要要因

(大文字)であったと答えており,他の 2社 も

労働の質向上を第 2の要因 (小文字) として

挙げている｡ この要因を挙げたグループは特

定の産業に集中してはいないが,労働集約型

産業は他に比べて生産性向上率が高い｡技術

革新によって年 5%以上の生産性向上を実現

した他の 2社 も労働集約型産業に属 し,両者

とも生産組織上の革新には労働の質の向上が

か らんでいた｡他の型の企業でも労働の質は

向上 しているが,その効果は労働集約型産業

の場合はど大きくはない｡労働の質が同 じよ

うに向上 したとすれば,総 コス ト中労働コス

トのウエイ トが大きい労働集約型産業の方が

生産性向上率が高 くなるのは当然であろう｡

表7 生産性向上率とその要因 (1974-79年)

生産性向上率
し%)

その要因

注 :a)0,M,Ⅹ の分類は表6と同じである｡
大文字は主要因,小文字は副次的要因を

示す｡2社については回答が得られなか
った｡

資料出所 :表6と同じ｡

11社中7杜は社会資本の整備を副次的要因

として挙げている｡電力については停電がほ

とんどな くなり,かつてはしばしば低下 した

電圧が安定するようになったことはすべての

企業が認めている｡ 繊維や重工業ではバ ンコ

ク港のコンテナ化が行われたことが評価され

ているが,治安が悪 く抜荷が行われることが
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二,三の企業で指摘された｡道路については,

バ ンコク市内では対策がお くれ昔より混雑が

ひどくなっているものの,工場は全部郊外に

あるため,全体としてはよくなっているとの

ことであった｡また,道路の改善は地方でと

くに目覚ましく,自動車 ･バイクの製造販売

企業では地方での需要が伸びているという指

摘がなされた｡

経営面の改善については先にも触れたが,

原料確保方法上の革新,技術伝達の方法とチ

ーム編成上の革新とがその内容である｡ この

点で成功 した 3社は高い生産性向上率を実現

している｡ 機械 ･設備の変更を主要要因とし

て挙げた資本集約型 3社のうち1社の生産性

向上率は高いが, これは先に も述べた よ う

に,近年売上げが急増したことを背景にして

いる｡

結局, この調査から得 られる結論は,労働

の質の改善が生産性向上のもっとも重要な要

因だということであるが,その背景には教育

の質的改善,中堅層の意識の変化,労働定着

率一般の向上,それに伴う自然発生的な熟練

度の向上と企業内訓練-のインプットの増加

などの要因がある｡ なかでも,企業側がとく

に重視 しているのは,労働者の定着率の上昇

と,それに伴う副次的効果である(,かつては

20-50%に達 していた年間離職率は1970年代

に入 って急速に低下 し,いまでは,5-6%ない

しそれ以下が普通になっている(表 8参照)｡

それでは,定着率向上の原因はなにかという

と, 教育の影響, 価値観の変化, 賃金の引

上げ,労務管理上の工夫,工場内労働環境の

改善,福利厚生施設の充実などが指摘された

が,定着率とこれ らの要因との間には相互規

定的な関係がある｡ つまり諸条件が改善され

ると定着率が高まり,定着率が高まると企業

としてもさらに諸条件を改善することが引き

合 うようになる｡この点で,とくに重要なの

は,定着率の向上によって企業内訓練に力を

表8 年間離職率a) (1974-79年)

＼ ＼ 1979年

～ 5%

5%前後

5.-10%

10%～

5%前後 5-10%

注 :a)返答者の推定離職率,0,M,Ⅹ などの

分類は表6と同じ｡2社については返答
が得られなかった｡
b)10年前｡

資料出所 :表6と同じ｡

入れることができるようにな った ことで あ

る｡ 日本と比べればまだ後れが目立つとして

も,過去5年,10年の間に着実な改善があっ

たことが重要である｡

このように,労働の質の改善を背景とする

労働集約型産業での生産性向上が,タイの製

品輸出急増の最大の要因だと思われるが,政

府の輸出奨励策,とくに輸出金融の優遇と営

業税の割戻 しなども効果がな いわ けで はな

いo しか し,企業当事者の立場からみれば,

タイ政府の輸出奨励策は他国に比べて不徹底

さ,事務の繁雑さ,時間がかかることなどが

目立ち,不満の方が強いようである｡

Ⅴ 製品輸出主導型成長の将来

ASEAN5カ国の中でもシンガポールがす

でに先進国の仲間入 りをしようとしているこ

とについてはほとんど異論が聞かれないし,

マレーシアがそのあとを迫 ってテイク ･オフ

しようとしていることについてもコンセンサ

スが形成されようとしているようにみえる｡

しか し,タイ,フィリピンについては,輸出振

興政策があまり強力でなく,依然として旧来

の輸入代替(抑制)政策が続けられていること

を根拠に,輸出主導型の成長が続 くことを疑
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問視する経済学者は少なくない [今岡 1980:

183-184;渡辺 1979:Ⅲ章 3節]｡

それにもかかわらず,第Ⅱ節でみたように,

1970年代のタイ経済は驚 くべき製品輸出拡大

に成功 してきた｡このような民間セクターの

ダイナ ミズムが続 く限り,1980年代に入 って

も労働集約型製品の輸出ポテ ンシャルは衰え

るとは思えない｡また,需要面では70年代の

急速な輸出拡大にもかかわらず, もっとも重

要な市場であるところの欧米や日本の輸入の

中に占めるタイ製品の比率は,まだほとんど

無視 しても差 し支えない程度の大きさである

[安場 1981:68-71]｡ もっとも労働集約的

な製品については,これらの市場の製品受入

れが完全に停滞するような事態にならない限

り,将来, 日本やアジア中進国の輸出にとっ

て代る形で輸出を急増させることは十分に可

能であろう｡

タイには,まだ,失業者や半失業者が多数

存在するか ら,輸出主導型の経済成長が続い

ても, 2年や 3年の間に実質賃金が上がるよ

うなことはありそうもない｡また,現在は,

第 1次オイル ･ショックに伴 う世界的不況の

影響で,輸出がやや伸び悩んでいるというこ

ともある｡ しか し,欧米諸国が成長軌道に復

帰するならば,輸出は再度勢いをとり戻 し,

5年,10年の間には,失業者 ･半失業者が一掃

されて公正な成長-の展望が開けるかもしれ
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ない｡政治面での強権支配はなお続 くであろ

うが,1970年代の製品輸出主導型の経済成長

は,タイ経済がようや く公正な成長への道を

見出しつつあることを示すように思われる｡
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